
注：◎は新規施策分
○は大幅増額分
（　　　）は累計額

単位：千円

１　一般政策経費 ７，０９８，９８３
〔債務負担行為限度額　４２０，０００〕

○ 県債管理基金積立金（総務部　財政課） １，０００，０００

将来の県債の償還財源の積立て

○ 災害に強い愛媛づくり基金積立金（総務部　財政課） １，０００，０００

多額な費用を要する防災・減災対策を積極的に進めていくため、その資金を事前に積み立てる。
事業内容 防災・危機管理体制の充実、災害から県民を守る基盤整備　など

○ 自動車取得税交付金（総務部　税務課） ２０３，４０７

収入額が見込みを上回ったため

私立学校運営費補助金（総務部　私学文書課） ３３，９８１

対象生徒数が見込みを上回ったため

低床式路面電車整備事業費（企画振興部　交通対策課） ６０，０００

公共交通機関の利用促進や観光客等の誘客促進を図るため、交通事業者が行う低床式路面
電車の導入に要する経費の一部を補助する。

実施主体 伊予鉄道（株）
補助対象 低床式路面電車　2両
補助上限 1両当たり3,000万円
補助率 県1/6(国1/3　松山市1/6)

空港周辺住宅騒音防止対策費（企画振興部　交通対策課） ７７２

事業主体 松山市
対象地域 空港周辺騒音第1種区域
事業内容 空調機器の再更新事業（実施台数　10台）

空調機器の再々更新事業（実施台数　19台）
補助率 国庫補助金控除後の1/2以内

○ 「三浦保」愛基金積立金（企画振興部　総合政策課） １７，００３

株式配当金の増

(63,210)

平成２８年度２月補正予算について

(1,022,845)

(1,009,767)

(866,412)

(3,411,078)
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生活バス路線確保対策事業費（企画振興部　交通対策課） ３００，９２２

生活交通バス路線のうち、広域的・幹線的路線の維持経費に対して国と協調して助成するととも
に、市町が行う準広域的・幹線的路線の維持や廃止路線代替バスの運行等に対して助成する。

バス運行対策費補助金
対象者 路線バス事業者
対象経費 運行費の経常費用と経常収益との差額

対象路線を運行する車両の減価償却費等
負担区分 県1/2（国1/2）

生活交通バス路線維持・確保対策事業費補助金
対象者 市町
対象経費 運行費の経常費用と経常収益との差額

対象路線を運行する車両の減価償却費等及び車両購入費
補助率 路線バス　県1/2、廃止路線代替バス　県1/3

○ 松山空港国際化支援事業費（企画振興部　交通対策課） ２３，６４５

上海線定期便等を支援するため、松山空港ビル（株）が航空会社に対して行った空港施設
使用料の減免相当額の助成

事業主体　 松山空港ビル（株）
補助対象経費 松山空港ビル（株）が航空会社に対して行った空港施設使用料の
　 減免相当額
負担区分 県2/3（松山市1/3）

後期高齢者医療高額医療費負担金（保健福祉部　保健福祉課） ２９，７３４

給付実績が見込みを上回ったため
負担区分 県1/4（国1/4　広域連合1/2）

○ 国民健康保険高額医療費共同事業負担金（保健福祉部　保健福祉課）
２１２，４１５

給付実績が見込みを上回ったため
負担区分 県1/4（国1/4　市町1/2）

児童福祉施設入所措置費（保健福祉部　子育て支援課） ９９，６４７

措置費が見込みを上回ったため
負担区分 県事業 国1/2　県1/2

市町事業 県1/4（国1/2　市町1/4）

障害児入所給付費等負担金（保健福祉部　障がい福祉課） １４，２０７

給付実績が見込みを上回ったため
負担区分 県事業 国1/2　県1/2

市町事業 県1/4（国1/2　市町1/4）

保育施設等運営費負担金（保健福祉部　子育て支援課） １５８，２９６

給付実績が見込みを上回ったため
負担区分 県1/4・1/2（国1/2　市町1/4・1/2）

扶助費（保健福祉部　保健福祉課） ５６，５５６

給付実績が見込みを上回ったため
負担区分 国3/4　県1/4

(2,710,552)

(1,034,907)

(3,590,256)

(2,612,897)

(31,106)

(770,979)

(1,154,290)
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結核医療費（保健福祉部　健康増進課） ２，３１６

医療費実績が見込みを上回ったため
負担区分 国3/4　県1/4

障害福祉施設整備事業費（保健福祉部　障がい福祉課） １４，９０８

社会福祉法人等が行う障害者支援施設等の防犯設備等の整備に対し補助する。
対象施設 12施設
補助率 国1/2　県1/4（事業者1/4）

児童福祉施設等整備事業費（保健福祉部　子育て支援課） １１，９８６

社会福祉法人等が行う児童養護施設等の防犯設備等の整備に対し補助する。
県立施設

対象施設 2施設
補助率 国1/2　県1/2

社会福祉法人設立施設
対象施設 7施設
補助率 国1/2　県1/4（事業者1/4）

認定こども園施設等整備事業費（保健福祉部　子育て支援課） １，９０９

学校法人が行う認定こども園の防犯設備等の整備に対し補助する。
対象施設 2施設
補助率 国1/2　（市町1/4　事業者1/4）

介護福祉士修学資金等貸付事業費（保健福祉部　保健福祉課） ３，２４８

介護福祉士養成施設の入学者に対する修学資金の貸付等を行い、人材の介護分野への
参入を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業費（保健福祉部　子育て支援課）
１，１００

高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学するひとり親家庭の親に対して入学準備
金等の貸付を行い、資格取得を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業費（保健福祉部　子育て支援課）
１，１５１

児童養護施設等の退所者に対する家賃相当額や生活費、入所児童等に対する資格取得
経費の貸付を行い、自立を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

保育対策総合支援事業費（保健福祉部　子育て支援課） １８，７７１

保育士資格取得のための修学資金の貸付等を行い、保育士の確保を図るため、貸付事業
実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

(590,267)

(813,668)

(574,803)

(27,531)

(523,758)
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○ 介護保険事業者等指定・指導事業費（保健福祉部　長寿介護課） １，３８３

介護保険指定事業者等情報管理システムの改修を行う。
負担区分 国1/2　県1/2

◎ 熊本地震災害救助費（保健福祉部　保健福祉課） ３３，８０９

県及び市町等が実施した災害救助法に基づく救助に要した費用について、被災県から
支払われる負担金のうち市町等実施分を各市町等に対し支払う。

医療施設耐震化臨時特例基金返還金（保健福祉部　医療対策課）
１７，９１０

国の医療施設耐震化臨時特例交付金及び地域活性化・公共投資臨時交付金を
原資として設置した基金に基づき実施する事業が28年度をもって終了したこと等から、
その残余額を返還する。

◎ 高機能素材研究実験棟整備事業費（経済労働部　産業創出課） ５８，８７２

CNFや炭素繊維等の高機能素材関連産業を創出するため、産業技術研究所に
高機能素材研究実験棟を整備する。

整備場所 産業技術研究所
事業内容 実験棟の整備、試験研究機器の購入　など
事業期間 28～29年度
負担区分 国1/2　県1/2
（地方創生拠点整備交付金を充当）

愛媛県緊急雇用創出事業臨時特例基金返還金（経済労働部　労政雇用課）
５８，０７３

国の緊急雇用創出事業臨時特例交付金を原資として設置した基金に基づき実施する
事業が27年度をもって終了したこと等から、その残余額を返還する。

信用保証協会損失補償金（経済労働部　経営支援課） ２，６９４

信用保証協会の代位弁済に対する損失補償

◎ 果樹研究センター等研究機能強化整備事業費（農林水産部　農産園芸課）
４８８，６９４

魅力ある新品種の育成や高品質安定生産技術等の開発促進による果樹産業の維持・発展
を図るため、果樹研究センター等の設備機能を強化する。

整備場所 果樹研究センター、みかん研究所　など
事業内容 かんがい排水施設の改修、高性能ガラス温室への改築　など
事業期間 28～29年度
負担区分 国1/2　県1/2
（地方創生拠点整備交付金を充当）

◎ 林業研究センター拠点機能強化事業費（農林水産部　林業政策課）
１６６，４０８

造林優良品種の研究や林業労働災害の防止を図るため、林業研究センターに栽培棟や
研修施設を整備する。

整備場所 林業研究センター
事業内容 ガラス温室、林業労働安全研修棟の新設　など
事業期間 28～29年度
負担区分 国1/2　県1/2
（地方創生拠点整備交付金を充当）

(7,743)
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○ 農林水産業体質強化緊急対策基金積立金（農林水産部　農政課）
１，０００，０００

本県の基幹産業である農林水産業の体質を強化するための対策を緊急に講じる必要が
あるため、その資金を事前に積み立てる。

基金名 愛媛県農林水産業体質強化緊急対策基金
事業内容 担い手の育成確保、基盤整備、生産振興、販売力強化　など

直轄河川事業費負担金（土木部　河川課） ６，２０５

県負担率 県0.88/3・1/2

○ 直轄砂防事業費負担金（土木部　砂防課） ２５，６４０

県負担率 県0.88/3

直轄港湾海岸事業費負担金（土木部　港湾海岸課） ３７，１９６

県負担率 県1,668/6,000

◎ とべ動物園魅力向上基金積立金（土木部　都市整備課） ５００，０００

とべ動物園の魅力向上を図るため、施設整備や動物の購入等に必要な資金を事前に
積み立てる。

基金名 愛媛県とべ動物園魅力向上基金
事業内容 施設の改修、動物の購入　など

○ えひめ国体・障害者スポーツ大会開催基金積立金（えひめ国体推進局　国体総務企画課）
１，４００，０００

えひめ国体及び障害者スポーツ大会開催に多額な費用を要することから、その資金を事前に
積み立てる。

基金名 愛媛県国民体育大会・全国障害者スポーツ大会開催基金
事業内容 えひめ国体・障害者スポーツ大会の開催及び開催準備　など

○ 学校・家庭・地域連携推進事業費（教育委員会　生涯学習課） ３６，１２５

放課後児童クラブと一体型の放課後子ども教室の整備を推進する市町に対し、ICTを活用した
学習支援活動等の実施に必要な備品の購入経費を補助する。

事業主体 新居浜市、西条市
整備内容 タブレット端末、プロジェクター　など
補助率 国10/10

〔ゼロ国債〕

土地改良費（農林水産部　農地整備課） 〔債務負担行為限度額　３０，０００〕

農道整備事業費
愛南地区（愛南町）橋脚補強
（国50/100　他25/100　県25/100）

(150,476)

(1,881,170)

(1,487,631)

(85,474)

(1,003,750)

(706,665)
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〔ゼロ国債〕

農地防災事業費（農林水産部　農地整備課） 〔債務負担行為限度額　１１０，０００〕

地すべり対策事業費 （40,000千円）
三本木・上大峠地区（八幡浜市）排水路工　など　3か所
（国50/100　県50/100）

ため池等整備事業費 （47,000千円）
王神地区（松山市）堤体工　など　3か所
（国55/100　他20/100　県25/100）

中山間地域総合農地防災事業費 （23,000千円）
犬塚地区（今治市）ため池工、尾崎地区（伊予市）ため池工
（国55/100　他17.5/100　県27.5/100）

〔ゼロ国債〕

治山費（農林水産部　森林整備課） 〔債務負担行為限度額　８０，０００〕

山地防災治山事業費
小口池（今治市）谷止工、面谷（内子町）アンカー工
（国50/100　県50/100）

〔ゼロ国債〕
地域高規格道路大洲・八幡浜自動車道整備事業費（土木部　道路建設課）

〔債務負担行為限度額　２００，０００〕

夜昼道路（八幡浜市）　道路改良工
（国5.5/10　県4.5/10）
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２　減額補正分 △２３，５１０，０５９

私立学校耐震化促進事業費（総務部　私学文書課） △３５，０３６

事業実績が見込みを下回ったため

県債管理基金積立金（総務部　財政課） △１７，６４８

基金運用利率が見込みを下回ったため

災害に強い愛媛づくり基金積立金（総務部　財政課） △７，８８５

基金運用利率が見込みを下回ったため

県有施設維持管理基金積立金（総務部　財政課） △２１，６１４

基金運用利率が見込みを下回ったため

財政基盤強化積立金（総務部　財政課） △２９，４９４

基金運用利率が見込みを下回ったため

県税システム改修事業費（総務部　税務課） △１３４，４６０

事業実績が見込みを下回ったため

税収入払戻金（総務部　税務課） △１００，０００

還付額が見込みを下回ったため

利子割交付金（総務部　税務課） △１２４，０００

収入額が見込みを下回ったため

地方消費税清算金（総務部　税務課） △４，７４７，２７５

清算額が見込みを下回ったため

地方消費税交付金（総務部　税務課） △１，６８０，２９７

収入額が見込みを下回ったため

配当割交付金（総務部　税務課） △５３８，０００

収入額が見込みを下回ったため

株式等譲渡所得割交付金（総務部　税務課） △６３７，０００

収入額が見込みを下回ったため

ふるさと振興資金交付金（総務部　市町振興課） △２３９，３０９

サマージャンボ宝くじ発売益金等の減によるもの

(275,000)

(28,437,300)

(23,797,620)

(603,000)

(378,000)

(668,733)

(5,197)

(1,882)

(5,386)

(2,414,517)

(99,034)

(1,000,000)

(61,076)
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参議院議員選挙費（総務部　市町振興課） △１９５，５８５

立候補者数等の減によるもの

海区漁業調整委員会委員選挙費（総務部　市町振興課） △３０，５３３

無投票によるもの

私立高等学校等奨学給付金交付事業費（総務部　私学文書課）
△３７，３７５

対象生徒数が見込みを下回ったため

私立高等学校等就学支援金補助金（総務部　私学文書課） △１７９，２６３

対象生徒数が見込みを下回ったため

離島航路整備事業費（企画振興部　交通対策課） △７５，６８０

交付実績が見込みを下回ったため

水道施設耐震化等促進事業費（県民環境部　環境政策課） △７０，９０３

国の内示額が予算額を下回ったため

消防防災ヘリコプターテレビ電送システム更新事業費（県民環境部　消防防災安全課）
△２０８，３４２

契約額が予算額を下回ったため

地域生活支援事業費補助金（保健福祉部　障がい福祉課） △３０，３７９

国の内示額が予算額を下回ったため

介護給付費負担金（保健福祉部　長寿介護課） △４８９，１８１

給付実績が見込みを下回ったため

介護保険地域支援事業交付金（保健福祉部　長寿介護課） △６５，６７６

給付実績が見込みを下回ったため

子育て家庭支援事業費（保健福祉部　子育て支援課） △５５，１９７

事業実績が見込みを下回ったため

難病対策費（保健福祉部　健康増進課） △８１５，３９６

給付実績が見込みを下回ったため

介護基盤整備事業費（保健福祉部　長寿介護課） △５００，４５１

事業実績が見込みを下回ったため

障害福祉施設整備事業費（保健福祉部　障がい福祉課） △１９９，３５１

国の内示額が予算額を下回ったため

(1,039,254)

(324,407)

(184,000)

(202,951)

(19,543,830)

(439,373)

(979,942)

(2,161,637)

(593,602)

(4,119)

(158,770)

(1,696,285)

(197,386)

(1,159,224)
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児童福祉施設等整備事業費（保健福祉部　子育て支援課） △９１，９１８

事業実績が見込みを下回ったため

認定こども園施設等整備事業費（保健福祉部　子育て支援課）
△２０１，８１５

事業実績が見込みを下回ったため

子育て支援緊急対策事業費（保健福祉部　子育て支援課） △２３３，０６４

国の制度変更によるもの

医療施設施設整備事業費（保健福祉部　医療対策課） △３９２，２９１

国の内示額が予算額を下回ったため

医療施設設備整備事業費（保健福祉部　医療対策課） △１２，１５２

国の内示額が予算額を下回ったため

身体障がい者福祉センター等整備事業費（保健福祉部　障がい福祉課）
△５３，０００

契約額が予算額を下回ったため

私立幼稚園耐震化促進事業費（保健福祉部　子育て支援課） △５５，７９７

事業実績が見込みを下回ったため

介護施設開設準備経費助成事業費（保健福祉部　長寿介護課）
△１３１，２３５

事業実績が見込みを下回ったため

救急医療対策事業費（保健福祉部　医療対策課） △２７，９０４

事業実績が見込みを下回ったため

在宅医療連携体制構築事業費（保健福祉部　医療対策課） △１２，３０３

事業実績が見込みを下回ったため

救急航空医療学講座設置事業費（保健福祉部　医療対策課）△４０，８００

事業実績が見込みを下回ったため

私立幼稚園運営費補助金（保健福祉部　子育て支援課） △４８，０９０

対象園児数が見込みを下回ったため

離職者等職業能力開発事業費（経済労働部　労政雇用課） △６１，６５９

事業実績が見込みを下回ったため

(17,000)

(1,657,000)

(201,169)

(109,911)

(413,541)

(37,036)

(354,237)

(72,207)

(161,436)

(498,349)

(611,853)

(361,019)

9



障害者就労促進事業費（経済労働部　労政雇用課） △２６，４１１

事業実績が見込みを下回ったため

原子力発電施設等立地給付金交付事業費（経済労働部　産業政策課）
△１５，４３１

国の内示額が予算額を下回ったため

経営体育成支援事業費（農林水産部　農政課） △３０，３１７

国の内示額が予算額を下回ったため

中央卸売市場冷蔵施設整備事業費（農林水産部　ブランド戦略課）
△１１，８８７

事業実績が見込みを下回ったため

果樹流通施設緊急整備事業費（農林水産部　農産園芸課） △１０３，５２０

契約額が予算額を下回ったため

土地改良費（公共）（農林水産部　農地整備課） △１，７０９，２６０

国の内示額が予算額を下回ったため

農地防災事業費（公共）（農林水産部　農地整備課） △３５，１７５

国の内示額が予算額を下回ったため

森林そ生緊急対策事業費（農林水産部　森林整備課） △５３１，０００

国の内示額が予算額を下回ったため

木造公共建築物等整備事業費（農林水産部　林業政策課） △３４，２４９

国の内示額が予算額を下回ったため

造林費（公共）（農林水産部　森林整備課） △２３，９５７

国の内示額が予算額を下回ったため

主伐推進緊急再造林対策事業費（農林水産部　森林整備課）△２５，２３１

国の内示額が予算額を下回ったため

森林そ生集団間伐促進事業費（農林水産部　森林整備課） △３５８，２０１

国の内示額が予算額を下回ったため

林道費（公共）（農林水産部　林業政策課） △４７０，５４７

国の内示額が予算額を下回ったため

治山費（公共）（農林水産部　森林整備課） △４４４，２１７

国の内示額が予算額を下回ったため

(1,467,894)

(245,669)

(59,420)

(965,648)

(1,655,565)

(13,113)

(248,480)

(3,406,479)

(3,087,125)

(5,171,859)

(101,247)

(168,693)

(16,992)
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魚礁設置事業費（農林水産部　水産課） △１２，１４６

国の内示額が予算額を下回ったため

増殖場造成事業費（農林水産部　水産課） △１２２，５６５

国の内示額が予算額を下回ったため

漁港建設費（公共）（農林水産部　漁港課） △３４６，１０１

国の内示額が予算額を下回ったため

中予家畜保健衛生所等整備事業費（農林水産部　畜産課） △８６，２９７

契約額が予算額を下回ったため

国営緊急農地再編整備事業費負担金（農林水産部　農地整備課）
△１０，７１０

事業実績が見込みを下回ったため

耕地災害復旧費（農林水産部　農地整備課） △２９，０１４

事業実績が見込みを下回ったため

漁港災害復旧費（農林水産部　漁港課） △４３，１１６

事業実績が見込みを下回ったため

農業経営改善促進事業貸付金（農林水産部　農業経済課） △１３，０００

造成必要額が見込みを下回ったため

漁業近代化資金融資費（農林水産部　漁政課） △３４，８６９

貸付実績が見込みを下回ったため

６次産業化活動支援事業費（農林水産部　農政課） △４５，０００

事業実績が見込みを下回ったため

農業委員会等活動強化対策費（農林水産部　農政課） △２８，０６２

国の内示額が予算額を下回ったため

中山間地域等直接支払交付金事業費（農林水産部　農地整備課）
△８４，９６７

事業実績が見込みを下回ったため

農地集積推進事業費（農林水産部　農産園芸課） △１０３，６４５

事業実績が見込みを下回ったため

新規就農総合支援事業費（農林水産部　農産園芸課） △７６，７５８

事業実績が見込みを下回ったため

(729,545)

(130,553)

(361,863)

(57,000)

(74,134)

(30,291)

(105,192)

(1,217,877)

(6,179)

(1,501,141)

(431,024)

(108,571)

(735,457)

(35)
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うんしゅうみかん緊急需給調整事業費（農林水産部　農産園芸課）
△２５，５７０

造成必要額が見込みを下回ったため

野菜生産出荷安定資金造成事業費（農林水産部　農産園芸課）
△１８，６３６

造成必要額が見込みを下回ったため

鳥獣害防止対策事業費（農林水産部　農産園芸課） △１１７，０３０

国の内示額が予算額を下回ったため

肉畜価格安定対策事業費（農林水産部　畜産課） △８，５２０

造成必要額が見込みを下回ったため

地籍調査事業費（農林水産部　農政課） △２３，４１２

国の内示額が予算額を下回ったため

農村環境保全向上活動支援事業費（農林水産部　農地整備課）
△１５０，１４４

国の内示額が予算額を下回ったため

農地中間管理事業等推進費（農林水産部　農産園芸課） △３４，９８０

事業実績が見込みを下回ったため

森林整備地域活動支援事業費（農林水産部　林業政策課） △１１，１１０

事業実績が見込みを下回ったため

松林等保全事業費（農林水産部　森林整備課） △３０，０５７

事業実績が見込みを下回ったため

優良種苗確保事業費（農林水産部　森林整備課） △２６，７４０

国の内示額が予算額を下回ったため

赤潮特約共済事業費（農林水産部　漁政課） △１１，５３４

事業実績が見込みを下回ったため

河川総合開発費（土木部　河川課） △１６，６８３

国の内示額が予算額を下回ったため

海岸保全費（公共）（土木部　港湾海岸課） △１０２，１０５

国の内示額が予算額を下回ったため

(78,275)

(295,919)

(1,808,403)

(727,910)

(760,111)

(42,550)

(40,195)

(16,560)

(60,673)

(12,287)

(11,738)

(198,376)

(34,789)
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漂着流木等処理対策事業費（土木部　港湾海岸課） △１３，６００

事業実績が見込みを下回ったため

砂防費（公共）（土木部　砂防課） △１０１，０５２

国の内示額が予算額を下回ったため

松山港由良地区臨港道路復旧事業費（土木部　港湾海岸課）△３３，６００

事業実績が見込みを下回ったため

港湾建設費（公共）（土木部　港湾海岸課） △２２，６０８

国の内示額が予算額を下回ったため

東予港西条地区産業関連港湾整備事業費（土木部　港湾海岸課）
△３２２，１０６

事業実績が見込みを下回ったため

ＪＲ松山駅付近連続立体交差事業費（土木部　都市整備課）△１２５，６８５

国の内示額が予算額を下回ったため

道路受託事業費（土木部　道路建設課） △４６，８７０

受託事業量の減

河川受託事業費（土木部　河川課） △２７，４００

受託事業量の減

街路受託事業費（土木部　都市整備課） △１０２，０００

受託事業量の減

特定建築物耐震改修促進事業費（土木部　建築住宅課） △１５６，１３６

事業実績が見込みを下回ったため

直轄道路事業費負担金（土木部　道路建設課） △７４０，０５９

国の通知額が予算額を下回ったため

直轄ダム事業費負担金（土木部　河川課） △２４，１４８

国の通知額が予算額を下回ったため

土木災害復旧費（土木部　河川課） △３，５６４，９０４

事業実績が見込みを下回ったため

木造住宅耐震化促進事業費（土木部　建築住宅課） △１１，２５０

事業実績が見込みを下回ったため

(56,873)

(4,691,664)

(123,636)

(2,166,993)

(56,250)

(1,622,834)

(1,571,578)

(5,867,606)

(107,080)

(79,724)

(20,000)

(5,000)

(5,483,715)

(96,400)
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えひめ国体競技別リハーサル大会運営費補助金（えひめ国体推進局　国体競技式典課）
△６２，２５０

事業実績が見込みを下回ったため

恩給及び退職年金費（教育委員会　教育総務課） △１１，９２９

失権者数が見込みを上回ったため

公立高等学校等就学支援金補助金（教育委員会　高校教育課）
△６５，５００

対象生徒数が見込みを下回ったため

公立高等学校等奨学給付金交付事業費（教育委員会　高校教育課）
△１９，４３０

対象生徒数が見込みを下回ったため

(118,004)

(2,879,979)

(366,668)

(326,169)
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